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２ 日本の住宅問題 
 

２-１ 日本の住宅市場の特徴 

 日本の住宅は欧州のマスコミに“うさぎ小屋”と言われたほど狭いというイメージがあり，国会で“遠狭高”として問題となっ

た事もあります．本当に，日本の住宅事情はそれほどお粗末なのでしょうか．まず，実際のデータを基に，これらを検証してみまし

ょう． 

(1) 通勤時間：“遠い”は本当らしい 

 表 2-1 は，東京・名古屋・大阪の都心への平均通勤・通学時間等をまとめたものです．下表で分かるように，都心従業者の平均

通勤時間は非常に長く，都心に働く人にとっては住宅が“遠い”というのは当たっています．また，平成 25 年度版『首都圏白書』

によると，首都圏の平均通勤時間は約 69 分で，ロンドンは約 43 分，ニューヨークが約 40 分となっていますから，欧米も短くはな

いですね．まあ，東京は異常かな？以下では，簡単に通勤圏と，都心（CBD（Central Business District）といいます．これ常識），周辺地域

の賃金及び通勤費の関係を考えましょう． 

 

表 2-1 都市中心部への平均通勤・通学時間，鉄道・バス利用者数 

 
※鉄道定期利用者+バスについて集計（2010 は鉄道利用者のみ） 

東京都心３区：千代田区，中央区，港区 
名古屋都心４区：中区，東区，中村区，熱田区 
大阪都心３区：北区，中央区，西区 

出典：国土交通省，『大都市交通センサス報告書』 
 
 図 2- 1 は，通勤圏と都心，周辺地域の賃金と通勤圏の関係を簡単に表したものです．ここで，都心だけ賃金は𝑤 と高く，その他

の周辺地域では𝑤と都心賃金𝑤 より低いとします．ここで，都心から𝑥 離れた地域に住む人が都心で働くか，あるいは，その地域で

働くかについて考えてみましょう． 
 人々は働いて受け取る賃金（粗賃金）が多い場所を必ず選ぶというわけではありません．通勤には費用（通勤費用には実際に払

う金銭的費用に加え，時間費用や疲労費用も含まれます）がかかるため，純賃金（粗賃金－通勤費）が多いところで働くはずです．

𝑥 では，都心への通勤費用𝑡 がかかるため，都心で働いた場合は純都心賃金𝑤 (= 𝑤 − 𝑡 )を得ることができ，𝑥 で働いた場合は通勤

費用がかからないため純賃金𝑤(= 𝑤 − 0)を得ることになります．𝑥 では，𝑤 > 𝑤なので都心へ通勤することになります． 
 通勤費が都心からの距離に比例してかかるとすると，図 2- 1 のように，都心へ通勤した場合の純賃金（純都心賃金）𝑤（=粗都心

賃金－通勤費）は右下がりになります．すると，純都心賃金𝑤が周辺賃金𝑤より高くなる�̅�地域までは都心に通うことになり，�̅�より

遠隔地域ではその地域で働くことになります． 
 

図 2- 1 通勤圏と賃金，通勤費の関係 

 
 さて，ここで都心の粗賃金が 0w に上昇した場合，通勤圏はどうなるか図に補助線，記号を加えて考えましょう． 

記入欄 通勤圏がどうなるか補助線，記号を使って説明してください． 
 

 

東京都心3区 名古屋都心4区 大阪都心3区
人数 人数 人数
（千人） （千人） （千人）

1975 65 2,078 59 302 57 767
1980 66 2,051 59 359 56 857
1990 68 2,443 59 406 60 1,023
2000 69 2,021 58 302 61 763
2010 70 2,127 58 247 62 552
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(2) 住宅規模：“狭さ”は欧州並み，むしろ問題は借家の狭さ 

 では，“狭さ”はどうなのでしょうか？表 2-2 は欧米の住宅面積を比較したものです．住宅全体で見ると，日本は米国やフランス，

ドイツよりはかなり狭く，イギリスよりやや狭くなっています．持家ではイギリスやフランスよりも広く，“ウサギ小屋”というほ

ど狭いものではないことが分かります．ところが，借家を見ると欧米よりかなり狭いことが分かります．したがって，日本では持

家に対して借家が著しく狭いと言うことです．この比率（表中(b)/(a)）が欧米の 2/3 程度にしかなりません． 
 住宅を自分が所有するか他人に貸すか（住む人から見ると，持家住宅に住むか，貸家住宅に住むか）をテニュアチョイス問題と

いいます．これは後半の講義で取り扱います．さて，ここで欧米の持家比率を見てください．米英の持家比率は高いのですが，独仏

は日本より低くなっています．どうやら，所得が増加すると持家志向が高まるってのは(?_?)ってことが分かりますね．これも後述

の２-５節のテニュアチョイス問題で扱います． 
 

表 2-2 住宅規模の国際比較：意外と日本の住宅は大きいのです 

  
 
(3) 住宅価格：東京の戸建ては高いが，マンションは？ だいたい質が違うぞ 

 住宅規模は全体的にはとりわけ狭いわけではないことが分かりましたが，価格は“高い”のでしょうか（表 2- 3 参照）．この比

較は非常に難しい．表 2- 3 は表注にもあるように，調査した地点のサンプル値です．国によって住宅の規模が異なっており，質も

異なります．また，地震国である日本は建築基準が厳しく，かなり高価になります． 
 このような事に注意して考察すると，東京の戸建住宅は確かに“高い”が，マンションは他の先進国と比較して“高い”とは言え

ないようです． 
 

表 2- 3 住宅価格の国際比較：本当に他の国より高い？ 

 
  

一戸当り床面積 全体（㎡） (a)持家（㎡） (b)借家（㎡） (b)/(a) 持ち家比率

アメリカ（2013） 131.0 157.2 85.1 0.54 65.3%

イギリス(2013) 95.8 108.5 72.1 0.66 64.4%

ドイツ(2011) 100.5 129.3 77.9 0.60 45.7%

フランス(2006) 100.1 119.5 74.3 0.62 57.2%

日本(2013) 94.4 122.3 46.0 0.38 61.7%
出所：㈱住宅産業新聞社『住宅経済データ（2015年度版）』　住宅に関するデータが豊富です．不動産業に進みたい人必携．

住宅価格
（購買力平価、万円） 指数

床面積
（㎡）

敷地面積
（㎡）

住宅価格
（購買力平価、万円） 指数

床面積
（㎡）

ロンドン 15,711 156.3 140 400 ニューヨーク 15,366 520.9 120
東京 10,050 100.0 150 200 パリ 11,005 373.1 95
バンクーバー 9,500 94.5 223 368 サンフランシスコ 9,267 314.1 144
ホノルル 6,623 65.9 130 604 ロンドン 8,874 300.8 90
ニューヨーク 5,981 59.5 244 525 フランクフルト 4,701 159.3 90
シドニー 5,924 58.9 110 550 ソウル 4,224 143.2 84
ソウル 5,862 58.3 150 175 ホノルル 3,709 125.7 84
フランクフルト 5,708 56.8 125 400 メキシコシティ 3,627 123 125
サンフランシスコ 5,034 50.1 121 465 ベルリン 3,626 122.9 93
メキシコシティ 4,629 46.1 248 175 バンクーバー 3,455 117.1 70
ベルリン 4,029 40.1 120 500 オークランド 3,279 111.2 140
オークランド 3,792 37.7 145 425 東京 2,950 100 70
※都市全体の値ではなく、調査地点の値 シドニー 2,871 97.3 65

 出所：公益社団法人　日本不動産鑑定士協会連合会
　　　　『平成25年世界地価等調査結果』

戸建て住宅 マンション
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(4) その他の特徴：中古市場が未整備，注文住宅が多い．空き家はどこまで増加するの？ 

 その他にも，欧米と異なる特徴があります．まず，表 2- 4 で示したように中古住宅の流通量が著しく少ないことです．住宅流通

量（＝新築住宅着工戸数＋既存住宅取引戸数）に占める既存住宅流通量比率（(b)/{(a)+(b)}）はアメリカやイギリスの 1/6 程度にな

っています．その結果，住宅の耐用年数は 32.1 年と極端に短いです．｢木造は耐用年数が短いから｣とする意見もありますが，非木

造のマンションの中古住宅流通量も同程度に低く，この理由も当てはまりません．では，どうして中古住宅市場が未整備なのでし

ょうか．その検討は２-５節で行いますが，制度の問題です． 
 

表 2- 4 中古市場の未整備（千戸）：中古が少ないね 

 
 

既存住宅流通シェアの推移 

  
   （出所）住宅・土地統計調査（総務省），住宅着工統計（国土交通省） 
   （注）平成 10, 15, 20 年の既存住宅流通量は 1～9 月分を通年に換算したもの． 

 
  

(a)新築住宅着工戸数 (b)既存住宅取引戸数 (b)/{(a)+(b)} 滅失住宅の平均年数

アメリカ（2013年） 1,003 4,940 83.1% 66.6

イギリス（2013年） 160 1,074 87.0% 80.6

フランス（2013年） 332 719 68.4% －

日本（2013年） 980 169 14.7% 32.1

住宅流通量に対する既存住宅のシェアの国際比較（単位：千戸）

出所：㈱住宅産業新聞社『住宅経済データ（2015年度版）』　住宅に関するデータが豊富です．不動産業に進みたい人必携．
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 中古市場が未整備である影響はリフォーム市場にも表れています．図 2-2のように，日本のリフォーム市場は約 6.0 兆円(2014 年)
と推計されています(下図右)．米国と比較すると対 GDP 比で米国が 6.2%に対して日本が 3.8%と低く，フランスやドイツと比べて

も低い水準です(下図左)．後述するように，米国では中古市場で売買する際にリフォームを行い，付加価値をつけて売却することが

多く，日本では中古市場で売買することが少ないため，付加価値をつける必要がなくリフォームも少ないという指摘があります． 
 

図 2- 2 リフォーム市場の日米比較と日本のリフォーム市場規模の推移：中古売買が出来ないとリフォームも不活発 
 

 
 出所：「社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第 22 回）及び 

   マンション政策部会（第６回）合同会議並びに 

   民間賃貸住宅部会（第１回）」資料（国交省） 

 
 もう一つ，日本の住宅市場の特徴として挙げられるのが，日本の住宅は注文住宅が多いことです（表 2- 5 参照）．｢日本人は他人

と同じ家を嫌がる｣という意見もありますが，共同建て（マンション）は建て売りと同じです．日本で建て売りが少ない理由にはや

はり制度的な面があるようですが，他にも理由があります．建て売り住宅のメリットは規模の経済（次節で簡単に説明しますが，

大量に同じ住宅を建設すると平均費用が低下し，価格が下がること）により単価を安くできることですが，日本では，従来住んで

いる住宅を解体して新築したり，売却の際には更地にして売却したりするので大規模開発を行いにくく，そのため規模の経済が発

揮しづらく，建て売り住宅が少なくなってしまうのです．このように注文住宅が多いと，規模の経済が発揮されないので単価が高

くなってしまいます． 
 

表 2- 5 建て売り住宅・注文住宅の比率：規模の経済が発揮されないので単価が高くなるよね 

 
          出所：国土交通省『住宅着工統計』 
 
 住宅金融市場の未整備もあげられます（表 2- 6 参照）．住宅ローン（これを知らないのはやばいから知らない学生はすぐに調べよう！）

の返済で苦労しているという話を聞きますが，米英と比較すると世帯あたりの住宅ローンは依然として少ないです． 
 

表 2- 6 住宅金融市場の比較：住宅ローンも実は少ない 

 年間融資額／世帯数（円） 融資残高／世帯数（円） 

米国(2005) 2,889,073 9,619,205 

イギリス(2006) 2,923,077 8,961,538 

日本(2005) 434,783 4,914,934 

             出典：山崎（2014）『日本の都市のなにが問題か』ＮＴＴ出版  

戸数 比率 戸数 比率
1990 467,138 78% 131,204 22% 9% 91%
1995 545,166 80% 139,945 20%
2000 434,558 78% 125,694 22%
2005 349,906 72% 137,815 28%
2010 307,178 73% 113,427 27%
2014 275,052 69% 124,221 31%

注文住宅 建売住宅
日本
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注）①「広義のリフォーム市場規模」とは、住宅着工統計上「新設住宅」に計上される増築・改築工事と、エアコンや家具等の

リフォームに関連する耐久消費財、インテリア商品等の購入費を含めた金額を言う。

②推計した市場規模には、分譲マンションの大規模修繕等、共用部分のリフォーム、賃貸住宅所有者による賃貸住宅のリ

フォーム、外構等のエクステリア工事は含まれていない。

③本市場規模は、「建築着工統計年報」（国土交通省）、「家計調査年報」（総務省）、「全国人口・世帯数・人口動態表」

（総務省）等により、（財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターが推計したものである。
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 最近，空き家に関する報道をよく目にします．住宅･土地統計調査（総務省統計局）では，空き家を①二次的住宅，②賃貸用住宅，

③売却用住宅，④その他の住宅，に分けてあります． 
 h25 年の日本の総住宅数は 6063 万戸であり，その内，居住世帯がある住宅が 5210 万戸で，空き家（居住世帯の無い住宅）が 820
万戸（空き家率 13.5%で，約 7戸に 1戸が空き家）です．この空き家数および空き家率は年々上昇する傾向にあります（表 2- 7 , 
表 2- 8）．空き家総数 820 万戸のうち，430 万戸（52.4%）が②賃貸用住宅であり，320 万戸（38.8%）が④その他の住宅です． 
 

表 2- 7 空き家数及び空き家率の推移（全国，S38-h25 年）：空き家の増加がとまらない！ 

  

  (出所)『平成25年住宅・土地統計調査』（総務省統計局） 

 
表 2- 8 居住世帯の有無別住宅数の内訳（全国，h5-h25 年）：空き家ストックは借家が多い 

 
 
 空き家は，h20-25 年の間に 62.8 万戸増加しました．その内訳は①二次的住宅が 0.1 万戸増加，②賃貸用住宅が 16.5 万戸増加，③

売却用住宅が 4.1 万戸減少，④その他の住宅が 50.3 万戸増加しています．②賃貸用住宅や③売却用住宅は新築・中古を問わないそ

のものであり，①二次的住宅は週末や休暇時に使用される別荘のような住宅などのことです．それでは，④その他の住宅とは何で

しょうか．④その他の住宅は前述の①②③以外の人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期に渡っ

て不在の住宅や建て替えなどのため取り壊すことが決まっている住宅など（注：空き家の区分の判断が困難な住宅を含む）と説明

してあります．住宅の建て方別空き家数（下表）からは，h20-25 年の空き家フローは 62.8 万戸のうち，49.6 万戸が一戸建です．す

なわち，h20-25 年の空き家フローは 62.8 万戸のうち，「④その他の住宅」かつ「一戸建」となる空き家が 49.4 万戸（78.7%）です．

「④その他の住宅」かつ「一戸建」となる空き家とはどんな住宅なのでしょうか． 
 

表 2- 9 住宅の建て方別空き家数（全国，h20,25 年）：空き家フローは戸建てが多い 

  

年次 総数
総数 同居世帯あり 総数 一時現在者のみ 建築中

総数 賃貸用の住宅 売却用の住宅 二次的住宅 その他の住宅

実数（1000戸） 21,090 20,372 970 718 75 522 - - - - 121
　平成５年 45,879 40,773 196 5,106 429 4,476 2,619 ※ - 369 1,488 201
　10年 50,246 43,922 260 6,324 394 5,764 3,520 ※ - 419 1,825 166
　15年 53,891 46,863 280 7,028 326 6,593 3,675 303 498 2,118 109
　20年 57,586 49,598 276 7,988 326 7,568 4,127 349 411 2,681 93
　25年 60,629 52,102 259 8,526 243 8,196 4,292 308 412 3,184 88
割合（％）
　平成５年 100 88.9 0.4 11.1 0.9 9.8 5.7 ※ - 0.8 3.2 0.4
　10年 100 87.4 0.5 12.6 0.8 11.5 7 ※ - 0.8 3.6 0.3
　15年 100 87 0.5 13 0.6 12.2 6.8 0.6 0.9 3.9 0.2
　20年 100 86.1 0.5 13.9 0.6 13.1 7.2 0.6 0.7 4.7 0.2
　25年 100 85.9 0.4 14.1 0.4 13.5 7.1 0.5 0.7 5.3 0.1
増減数（1000戸）
　63年～平成５年 3,872 3,360 16 512 -7 535 283 ※ - 74 178 -17
　５年～10年 4,367 3,149 65 1,218 -35 1,288 901 ※ - 50 337 -35
　10年～15年 3,645 2,941 20 704 -68 829 155 ※ - 79 293 -57
　15年～20年 3,695 2,735 -4 960 1 975 452 46 -87 564 -16
　20年～25年 3,043 2,504 -17 539 -84 628 165 -41 1 503 -5
(出所)『平成25年住宅・土地統計調査』（総務省統計局）
(注)※は，賃貸用に売買用を含む．

居住世帯あり
空き家

居住世帯なし

空き家の種類 総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

　平成25年実数(1000戸)
　　空き家総数 8,196 2,999 455 4,712 30
　　二次的住宅 412 281 7 121 3
　　賃貸用の住宅 4,292 249 293 3,745 5
　　売却用の住宅 308 165 7 135 1
　　その他の住宅 3,184 2,305 147 711 20
　平成20年実数(1000戸)
　　空き家総数 7,568 2,504 416 4,623 26
　　二次的住宅 411 272 7 130 3
　　賃貸用の住宅 4,127 264 266 3,592 5
　　売却用の住宅 349 157 9 183 1
　　その他の住宅 2,681 1,812 133 718 18
平成25年空き家総数構成比(％) 100 36.6 5.5 57.5 0.4
平成20-25年増減数（1000戸）

　　空き家総数 628 496 39 89 4
　　二次的住宅 1 9 0 -9 1
　　賃貸用の住宅 165 -15 27 153 0
　　売却用の住宅 -41 8 -2 -48 1
　　その他の住宅 503 494 14 -7 2

(出所)『平成25年住宅・土地統計調査』（総務省統計局）


